




































































































新規申立件数 要処理件数 処理件数 取下げ件数 未処理件数
札幌市 22 42 64 29 15 20
仙台市 15 26 41 23 4 14
さいたま市 71 61 132 64 58 10
千葉市 4 24 28 23 3 2
横浜市 48 127 175 89 3 83
川崎市 24 50 74 51 3 20
相模原市 4 12 16 14 2 0
新潟市 6 10 16 10 1 5
静岡市 7 17 24 16 4 4








新規申立件数 要処理件数 処理件数 取下げ件数 未処理件数
名古屋市 213 161 374 60 15 299
京都市 60 151 211 102 8 101
大阪市 732 828 1,560 524 15 1,021
堺市 12 25 37 26 6 5
神戸市 23 76 99 83 3 13
岡山市 6,509 235 6,744 279 0 6,465
広島市 37 103 140 81 9 50
北九州市 21 48 69 35 2 32
福岡市 18,045 80 18,125 966 2,082 15,077
熊本市 3 22 25 8 3 14





新規申立件数 要処理件数 処理件数 取下げ件数 未処理件数
北海道 314 2,101 2,415 1,885 18 512
青森県 427 116 543 225 13 305
岩手県 195 26 221 67 135 19
宮城県 62 158 220 86 5 129
秋田県 156 280 436 297 5 134
山形県 5 29 34 24 4 6
福島県 26 134 160 30 0 130
茨城県 71 176 247 142 7 98
栃木県 32 52 84 59 5 20
群馬県 58 123 181 124 1 56
埼玉県 150 868 1,018 834 14 170
千葉県 729 491 1,220 632 20 568
東京都 940 2,939 3,879 2,017 136 1,726
神奈川県 206 593 799 592 38 169
新潟県 165 289 454 320 11 123
富山県 10 19 29 15 2 12
石川県 70 128 198 128 2 68
福井県 59 16 75 12 2 61
山梨県 4 17 21 15 4 2
長野県 14 103 117 99 5 13
岐阜県 14 51 65 40 6 19
静岡県 29 283 312 285 11 16






新規申立件数 要処理件数 処理件数 取下げ件数 未処理件数
三重県 17 116 133 100 16 17
滋賀県 27 193 220 176 8 36
京都府 161 583 744 571 19 154
大阪府 3,028 3,212 6,240 3,379 93 2,768
兵庫県 269 1,196 1,465 1,130 52 283
奈良県 99 193 292 178 4 110
和歌山県 124 218 342 260 5 77
鳥取県 35 90 125 71 1 53
島根県 3 20 23 14 6 3
岡山県 380 423 803 414 6 383
広島県 1,643 376 2,019 312 16 1,691
山口県 72 158 230 203 4 23
徳島県 9 52 61 46 4 11
香川県 17 63 80 58 3 19
愛媛県 122 131 253 145 5 103
高知県 5,355 35 5,390 67 7 5,316
福岡県 72,451 925 73,376 15,410 1,006 56,960
佐賀県 14,213 66 14,279 102 2 14,175
長崎県 32,078 39 32,117 644 4 31,469
熊本県 107 94 201 119 14 68
大分県 29,852 101 29,953 105 6 29,842
宮崎県 492 34 526 27 148 351
鹿児島県 31 334 365 337 3 25
沖縄県 32 142 174 123 13 38





新規申立件数 要処理件数 処理件数 取下げ件数 未処理件数
北海道内 50 100 150 85 20 45
青森県内 76 54 130 78 12 40
岩手県内 2 11 13 11 0 2
宮城県内 42 61 103 70 6 27
秋田県内 2 13 15 14 0 1
山形県内 1 7 8 8 0 0
福島県内 13 352 365 89 1 275






新規申立件数 要処理件数 処理件数 取下げ件数 未処理件数
栃木県内 5 31 36 27 0 9
群馬県内 5 40 45 40 1 4
埼玉県内 103 186 289 189 62 38
千葉県内 24 135 159 106 15 38
東京都内 1,592 745 2,337 744 44 1,549
神奈川県内 149 284 433 229 52 152
新潟県内 11 32 43 25 2 16
富山県内 4 11 15 10 0 5
石川県内 0 10 10 8 0 2
福井県内 0 14 14 12 2 0
山梨県内 1 16 17 16 0 1
長野県内 3 51 54 49 4 1
岐阜県内 5 32 37 30 2 5
静岡県内 15 102 117 97 7 13
愛知県内 557 334 891 233 42 616
三重県内 33 99 132 100 18 14
滋賀県内 12 25 37 36 1 0
京都府内 75 175 250 131 10 109
大阪府内 817 1,070 1,887 703 35 1,149
兵庫県内 84 198 282 204 7 71
奈良県内 14 34 48 35 3 10
和歌山県内 4 31 35 25 7 3
鳥取県内 2 18 20 15 2 3
島根県内 1 3 4 4 0 0
岡山県内 6,509 277 6,786 311 3 6,472
広島県内 71 176 247 143 15 89
山口県内 4 12 16 12 1 3
徳島県内 1 24 25 21 2 2
香川県内 1 14 15 15 0 0
愛媛県内 0 9 9 7 1 1
高知県内 4 36 40 29 0 11
福岡県内 18,076 200 18,276 1,080 2,085 15,111
佐賀県内 4 16 20 20 0 0
長崎県内 3 30 33 27 2 4
熊本県内 26 33 59 41 3 15
大分県内 12 14 26 22 0 4
宮崎県内 1 10 11 9 0 2
鹿児島県内 2 36 38 37 1 0
沖縄県内 2 50 52 35 6 11
合　計 28,431 5,280 33,711 5,299 2,481 25,931
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③　【問題点３】口頭意見陳述において数時間にわたり話し続ける不服申立人がいる。
　口頭意見陳述において数時間にわたり話し続ける不服申立人もおり、それを黙って聴くのも市民
サービスではないかという人もいる。しかし、審査庁及び処分庁の人的資源・物的資源は有限である。
真に救済が必要な事案も含めて審理が遅延するのは、標準審理期間設定の努力義務化（新行審法第16
条）など迅速な審理の要請とは相容れない。新行審法下での口頭意見陳述において、陳述内容を調書
に記載すべきだと考えるならば、そのための経費及び時間は多大なものになるであろう。
④　【問題点４】不服申立ての結果に不服がある場合は行政事件訴訟を提起できることは知っている
が、あえて不服申立てだけを行う不服申立人がいる。
　行政事件訴訟についての教示が不十分であるから訴訟を提起しないのではないかとの見る向きもあ
るかもしれないが、そうではなく、訴訟について書面のほか口頭でも教示しても訴訟は提起せずに、
審査庁への裁決に対する苦情や、法的根拠のない「再審査請求書」の提出などの事例があるようである。
　訴訟は手数料を要するということのほか、裁判官等に比べて行政庁の職員は与し易いと考えられて
いるからであろうか。
⑤　【問題点５】各所管課は、所掌事務には習熟しているが、不服申立て手続そのものには詳しいとは
いえない。
　問題点１から問題点４までと異なり、行政側の問題点である。行政庁の職員も、法律分野の試験に
合格して採用された者だけではないから、皆が行審法を詳しく知っているとはいえない。研修を行う
と言っても、全ての職員を対象とするのは非現実的であり、職員は定期的に異動していく。神戸市に
おいても、本来却下裁決をすべきところ、棄却裁決をしてしまい、行政事件訴訟が提起されるに至っ
て行政庁側が却下を求める主張をしたところ、裁判所から主張と行動が一致しないのではないかと指
摘を受けた事例もあった。
　このことを踏まえると、職員全体に対する行審法の研修はもちろん必要であるが、それで足りるも
のとは言いがたいので、審理員については、各部局の職員から指名するよりも、法務担当課など特定
の課の職員から指名する方が望ましいのではないかと思われる。
４　自治体の対応状況
　審理員候補者については、数多くの課長等とする方式、各部局の総務担当課長とする方式、法務担
当課等の職員に限定する方式などがある。非常勤嘱託職員又は任期付職員として採用される弁護士職
員は審理員に適任であろう9（横浜市10、相模原市11等。神戸市の審理員候補者である行政不服審理役12
9	 中村真由美「横浜市における審理員と第三者機関―審理員の外部任用」『自治実務セミナー』2016年８月号（第一法
規）13頁
10	 横浜市「審理員について」（http://www.city.yokohama.lg.jp/somu/org/housei/gyousin/sinriin/）
11	 相模原市「行政処分等に対する審査請求について」（http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/shisei_opinion/033501.
html）
12	 神戸市「審査請求」（http://www.city.kobe.lg.jp/information/data/regulations/shinsaseikyu/shinsaseikyu.html）
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も弁護士である職員である。）。
　第三者機関については、指定都市の多くが単独で設置し、行審法に関する審査事務のみを行う。「法
律又は行政に関して優れた識見を有する者」のうちから選任される委員は、弁護士、大学の教員及び
税理士が多く、医師、元職員が選任されている審査会もある。
５　自治体における行審法施行上の課題
①　自治体に対する一律適用
　国においては、多くの場合処分庁は各大臣で、審理員としては各省官房の職員等が指名され、第三
者機関である行政不服審査会は、総務省に置かれる。一方、自治体の長の組織は、総務局、財務局、
環境局、福祉保健局、建設局などと（東京都の例）、国の省庁（総務省、財務省、厚生労働省、国土交
通省など）と同様の組織体系のように見えるが、国は各大臣等が任命権者であるのに対し、自治体の
局や部は任命権者である知事又は市町村長の下の補助的な組織に過ぎない。
　国の場合は、審理員が各省単位の法的統制、第三者機関が国全体の法的統制という役割分担になる
だろうが、自治体の場合、役割分担が難しく、法務担当部課又はその周辺においてどちらも担当せざ
るをえない状況も生じる。審理員制度と第三者機関制度のどちらかだけを選択できる制度でもよかっ
たのではないか。条例で長等から独立した執行機関である第三者的行政不服審査機関を設置すること13
や、監査委員を審査庁とすること14なども許容するような制度設計が検討されるべきであった。
　小規模な自治体においては、原処分に関与せず、かつ、審理員としての責務を果たしうる地位にあ
り、研修等によりその能力を有する職員がいないこともありうる。しかも、不利益処分の事前手続と
して聴聞を行う場合に、聴聞主宰者として例えば総務課長が聴聞手続を主宰した場合は、「審査請求
に係る処分…に関与した者」（行審法第９条第２項第１号）に該当するので総務課長を審理員に指名で
きないとすれば15、さらに選択肢が狭まる。
　第三者機関については、複数自治体による共同設置（地方自治法第252条の７）や都道府県等の第三
者機関への事務委任（同法第252条の14）なども可能であるが、違法性の判断だけではなく、当不当の
問題、言い換えれば政策判断の是非の問題等を外部の機関に委ねることは、自治体の長としては納得
しかねることも少なくないのではないか。審査請求人にとっても、意見陳述や提出資料の閲覧等のた
めには遠くまで出向かなければならないという不便が生じうる。鳥取県では、同県、県内市町（鳥取
市、米子市及び境港市を除く。）及び県内の鳥取県後期高齢者医療広域連合その他の11の事務組合によ
り鳥取県行政不服審査会が共同設置されたが16、比較的面積が狭い鳥取県でも、鳥取県庁から一番離
れている日南町だと、町役場からでも自動車で片道２時間30分程度、公共交通機関で片道３時間強を
要する。面積がより広大な都道府県では、さらに大きな問題となるだろう。特に区域が広大である自
治体においては、行政不服審査法施行令第８条に定めるテレビ会議システムその他のニューメディア
13	 碓井光明『行政不服審査機関の研究』［2016］（有斐閣）286頁
14	 岡田博史「改正行政不服審査法において監査委員を審査庁とすることについて」（上・下）『自治実務セミナー』2015
年10月号（第一法規）38頁・同年11月号（同）44頁
15	 宇賀克也「行政不服審査法の全部改正と地方公共団体の課題」『地方自治』2014年第802号（ぎょうせい）５頁
16	 遠藤公亮「行政不服審査会の共同設置」『自治体法務研究』2016年夏号（ぎょうせい）46頁
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の積極的な活用が求められることになるであろう。
　今回の行審法改正について自治体側から特段の意見がなかったのも17、特に多くの小規模な自治体
に対しては、これまで不服申立てがほとんど行われなかったからであり、不服申立て制度が活性化し、
小規模自治体でも相当数の申立てがなされるようになれば、この問題が顕在化することとなる。
②情報公開制度等に対する法適用の不具合
　自治体の情報公開条例・個人情報保護条例に基づく非開示決定等に対する不服申立ては、おおむね
次の図18のように行われていた。この図は国の審査会のものであるが、国の審査会が先行する自治体
の審査会の事務の流れにならったものである。また、個人情報保護条例に基づく個人情報の非開示決
定等に対する不服申立てもほぼ同じである。審査会は、独立した執行機関ではなく附属機関として設
置されているが、限りなく独立した形で運用されていた。
　行審法では、情報公開の審理などを想定して19、条例に基づ
く処分につき条例に特別の定めがある場合は審理員を選任しな
くてもよい（第９条第１項ただし書）。
　ところが、この場合、審理員を選任しないことになっている
教育委員会等と同じ枠にはめられ、情報公開審査会への諮問前
に、審査庁が弁明書、反論書等の提出を求め、審査請求人の求
めがあれば口頭意見陳述を行わなければならず、情報公開審査
会が速やかに事案に着手できなくなっている。国の情報公開に
関しては、行政機関の保有する情報の公開に関する法律第18条
第１項の規定により行審法の第９条その他が適用除外されて右
図のとおり審理ができるようになっており、自治体についても
同様の規定整備がされてしかるべきであった20。
③　行政不服審査に関する議会の諮問
　給与等（地方自治法第206条）、分担金等（同法第229条）、滞納処分等（同法第231条の３）、行政財
産の使用権（同法第238条の７）、職員に対する賠償命令（同法第243条の２）、公の施設の利用権（同
法第244条の４）に係る審査請求があったときは、当該自治体の議会に諮問しなければならず、この場
合、第三者機関への諮問は不要である。
　宇賀克也は、その理由を「公選の議員により構成される合議制機関であり、諸利益が民意を反映し
て公正に代表されていると認められている」こととするが、「有識者からなる第三者機関ではないの
17	 宇賀克也ほか「鼎談　行政不服審査法の全部改正の意義と課題」『行政法研究』［2014］７号（信山社出版）16頁
18	 総務省　情報公開・個人情報保護審査会「調査審議の流れ」（http://www.soumu.go.jp/main_content/000401133.pdf）
19	 行政管理研究センター『逐条解説行政不服審査法　新政省令対応版』［2016］（ぎょうせい）79頁
20	 兼子仁「情報不服審査会に対する行政不服審査法「読み替え」条項の適用問題」『自治研究』2017年第93巻第１号（第
一法規）３頁は、限定解釈が妥当だとする。
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で」、第三者機関への「諮問を義務付けるべきであるという意見」21があると指摘しており、阿部泰隆
は、「議会はそもそも基本的には立法機関であって、しっかりとした事実認定に基づく法的判断をする
ことはないし、当事者の主張を対審手続で聴くわけではない（口頭陳述の機会もない）ので、審査会
の代わりにならないはずである」という22。
　また、これら行政不服審査に係る議案については、従来から、不服申立人の住所及び氏名又は名称、
申立ての趣旨及び理由等が記載されてきており、さらに、情報公開の要請の高まりに応じて、議会の
議案や議事録をインターネット上に公開する自治体が増えてきている23。そして、議会の議員には、
一般職の地方公務員などとは異なり、守秘義務（地方公務員法第34条参照）が課されていない。
　近年の個人情報等保護の要請からすれば、氏名等は伏せるべきではないかとの議論もあるが、議会
が当該事案に対して適切に判断し、また、市民が後にその適否をチェックするためには正確な事実関
係を明らかにする必要があるだろう24。情報公開の適否をインカメラで審査する情報公開審査会のよ
うに、第三者に対しては非公開にしたとしても、審査をする者に対しては開示をすべきであろう。「開
かれた議会」要請の機運が全国的に強まってきている中、秘密会としての取扱いを求めるのは非常に
難しいであろう。
　審査庁としては、上記６種の審査請求をしようとする者に対して、議会の諮問を経る必要があるの
で議案書にその事案の内容等が記載されることを説明し、審査請求をしようとする者は、議員の多数
の賛同を得られる等と判断すれば審査請求をすればいいし、個人情報が議会で開示されることなどに
よるデメリットのほうが大きいと考えれば審査請求を経ずに訴え提起をすればいいのであろう。
　そういう意味では、上記６種の審査請求のうち、分担金等の徴収に関する処分及び督促、滞納処分
等の処分の２種についてのみ義務付けられている審査請求前置（それぞれ地方自治法第229条第５項、
第231条の３第10項）は、撤廃すべきではないかと考えられる。
④　不当性の審査
　違法性は、簡単にいうと法令に違反していることといえるが25、不当性とは、「法令違反とはいえな
いが、裁量権の行使が妥当性を欠くこと」（宇賀克也）26、「「違法」ではないが、行政の課題に照らし
て必ずしも適当とは言えない状態であること」（藤田宙靖）27などとされる。違法の判断も一義的明確
とはいえないものの、違法であるか否かについては当該法令の文言・趣旨・制定経緯・判例等を検討
することで一定の方向性が導けるのに対して、不当要件は一層不明確性を有している28。
21	 宇賀克也『行政不服審査法の逐条解説　第２版』［2017］（有斐閣）198頁
22	 阿部泰隆「改正行政不服審査法の検討」（四・完）『自治研究』2015年第91巻（第一法規）第６号７頁
23	 ただし、例えば、神戸市においては、議案は一般的にインターネットで閲覧できるものの、不服申立てに関する議案
については掲載をしていない（例えば、平成27年第３回神戸市会・諮問第１号議案（http://www.city.kobe.lg.jp/
information/municipal/giann_etc/H27/3-9teirei_shikai.html）など）。
24	 森中高史「議会の議案に個人の氏名・住所を記載することができるか」『自治実務セミナー』2004年11月号22頁
25	 鈴木秀洋「「不当」要件と行政の自己統制」『自治研究』2007年第83巻第10号（第一法規）106頁
26	 宇賀克也『Ｑ＆Ａ新しい行政不服審査法の解説』［2014］（新日本法規）15頁
27	 藤田宙靖『行政法総論』［2013］（青林書院）101頁注⑴
28	 稲葉馨「行政法上の「不当」概念に関する覚書き」『行政法研究』2013年第３号（信山社）15頁
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　なお、裁判所は、抗告訴訟において、裁量の逸脱濫用の有無は審査できるが、裁量権の逸脱濫用と
までいえない場合に裁量権行使の妥当性を審査すること、すなわち当不当の審査をすることができな
いのに、行政不服審査においてこれが可能であるのは、宇賀克也によれば、行政不服審査は行政の自
己統制としての性格を有するため、当不当の問題を審査しても、権力分立原則と抵触しないからであ
る29とされる。
　今回の法改正においては、不当性審理については何ら制度変更がないものの、不当性審理に期待す
る意見も少なくない。
　大江裕幸は、審理員の審理に関して「行政上の不服申立ての存在意義を発揮するためには、訴訟と
は異なる固有の機能である不当性審査を充実することが求められ、新行審法において不当性審査を担
う主体として最も重視されるべきは審理員であると考えられる」30といい、兼子仁は、行政不服審査会
の審理に関して「第三者機関である“行政不服審査会”への諮問手続は、審理員手続を含む行政内部
の審査に比べ、第三者的公正を保障する仕組みですから、住民は大いに期待を持つことになるはずで
す。特に、不当性の審査は裁判では行えない領域なので、改めて大いに力を入れなくてはいけない分
野だといえます」31といい、小幡純子は、審理全般に関して「これまでは、行政不服審査法の不当性の
審査は、実際には機能していないといわれてきたが、今回の改正法の下では、行政不服審査の活性化
の観点から、不当性審査についても積極的に行っていくことも必要ではないかと思われる。」32という。
　松村享は、実際にその事務を担当していない職員であっても、法文の解釈により法令違反の有無（違
法性）を判断することは可能であろうが、不当性については、より専門的あるいは実務に即してバラ
ンスの取れた判断が求められるので、「原処分の担当部局以外の職員が中立的な立場から不当性の審査
を行うことは非常に難しい」と悲観論を述べつつ、審理員及び行政不服審査会による不当性審査を実
効性あるものとするためには「当不当の基準をあらかじめ明確にしておく必要がある。」33という。
　当不当の基準をあらかじめ明確にしておくことは可能なのであろうか。仮に可能であるなら、行政
庁の裁量にゆだねるのではなく、法令に明確に規定すればよいのではないだろうか。
　行政裁量が認められる場合には、行政事件訴訟においては、裁判所は行政庁と「同一の立場に立っ
て当該処分をすべきであったかどうか等について判断し、その結果と当該処分とを比較してその適否、
軽重を論ずべきものではなく」「処分が、全く事実の基礎を欠くか又は社会通念上著しく妥当を欠き、
裁量権の範囲を超え又は裁量権を濫用してされたと認められる場合に限り、違法であると判断すべき
ものである」（最高裁平成８年３月８日第二小法廷判決・民集50巻３号469頁）、すなわち、実体的判断
代置型審査は行わないのであるが34、審理員や行政不服審査会は、実体的判断代置型審査を行うべき
ことになるのであろう。
29	 宇賀克也『解説行政不服審査法関連三法』［2015］（弘文堂）15頁
30	 大江裕幸「審理員制度」『法学教室』2015年９月号（有斐閣）24頁
31	 兼子仁「行政不服審査制度の大改正―第三者機関の可能性―」『自治体法務研究』2014年冬号23頁
32	 小幡純子「行政不服審査法改正の意義」『自治実務セミナー』2015年２月号（第一法規）３頁
33	 松村享「行政不服審査法改正と地方自治体における課題」『自治実務セミナー』2015年２月号（第一法規）16頁
34	 原島良成ほか『行政裁量論』（原島良成執筆部分）［2011］（放送大学教育振興会）121頁
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　行政庁の裁量判断は、住民、議会、その事務を執行する公務員、専門家等の意見、予算や施設等の
物理的制約、これまでの経緯や今後の見通し等のあらゆる要素を勘案し、各方面に対して負っている
重い責任を踏まえてなされるものであるから、そうした責任を負わない審理員や行政不服審査会がそ
の不当性を審査することが難しい事案もあるのではないだろうか35。美濃部達吉も、行政訴訟によっ
て救済を求めることができるのは、処分の違法性を主張する場合に限られているのに対して、訴願（現
在の行政不服審査）の場合は、違法を主張する場合だけでなく、単に不適当であることを主張する場
合にも許されているのは、「独立なる裁判所は法律の定むる所に従って具体的の場合に何が法なるかを
判断し宣告するには適当の機関であるにしても、自ら行政の衝に当たって居る者ではないから、法規
の判断の外に出でて、何が政策上適当なるかを判断するには適さない」からであるとし、訴願であっ
ても普通の行政庁でない府県参事会や特別の訴願審査会で審理する場合は、「其の審理すべき範囲は、
唯法規に適合するや否やの点に止まるべきものである」36と説いている。
　したがって、審査庁としては、裁決において、違法性及び不当性の判断を示すことは当然であるも
のの（後述の裁定的関与の場合における不当性の判断を除く。）、審理員及び行政不服審査会は、違法
性だけでなく不当性についても必ず判断をしなければならないのではなく、その判断が難しい場合に
は不当性の判断を回避することも許されると考えるべきではないだろうか。
⑤　口頭意見陳述の方法
　旧行審法においても口頭意見陳述の定めがあったものの、たいていの場合、単に意見を聞きおく場
でしかなかったが、行審法においては、審査請求人等の処分庁に対する質問権が認められ（第31条第
５項）。また、全ての審理関係人を招集して行わなければならないとの規定（同条第２項）などからし
て原処分担当者も口頭意見陳述に出頭しなければならないと解されることから37、より一層、口頭意
見陳述の機会が利用される可能性が高い。
　しかし、前述のように、審査請求人等が一方的に長時間話し続ける可能性があるところ、同法にお
いては、これに関する規定として、審査請求人等の陳述が事件に関係のない事項にわたる場合その他
相当でない場合に審理員がそれを制限できる旨の定め（第31条第４項）くらいしかない。
　口頭意見陳述の審理手続については、審理庁の裁量に委ねられていると考えられるので（松山地裁
平成13年２月９日判決38、熊本地裁平成７年10月18日判決39等）、審理員が、陳述を正確に理解し、原
処分の担当職員が必要な準備をし、更には、審査請求人等の必要以上の陳述に一定の抑制を求めて、
的確に審理を進行するため、民事訴訟法第161条第１項にならい、審査請求人等に対して、原則として
陳述内容を記載した書面の事前提出を求めるというのも１つの対応策ではないかと考えられる。ただ
35	 民間事業経営者にいう「経営判断」の当否も、第三者が判断することが難しいとされるものであり、その司法審査に
ついて行政裁量に係る司法審査との類似性が指摘される。例えば、勝野真人「取締役の経営判断についての司法審
査方式」『中央ロー・ジャーナル』2013年第10巻第３号（中央大学）193頁
36	 美濃部達吉「行政裁判法」［1930］（千倉書房）52頁（旧字は常用漢字に変えて引用）
37	 伊東健次編著『Ｑ＆Ａ行政不服審査制度の解説』［2016］（ぎょうせい）131頁
38	 松山地裁平成13年２月９日判決（判例タイムズ1056号297頁）
39	 熊本地裁平成７年10月18日判決（訟務月報43巻４号1239頁）
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し、これを義務付けるのであれば、条例に規定すべきであろう40。
⑥　処分性判断の困難性と列記主義
　不服申立ての対象となる処分について、行審法は「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」
と定義し、判例は「公権力の主体たる国又は公共団体が行う行為のうち、その行為によって、直接国
民の権利義務を形成し又はその範囲を確定することが法律上認められているもの」41と定義する。しか
し、これらの基準によっても処分か否か（いわゆる処分性）が明確でない行政の行為は少なくなく、
処分性の有無をめぐって訴訟で長期間争われ、各審級によって裁判所の判断が分かれる事例も多い。
処分性、原告適格、訴えの利益の３つは裁判官や訟務検事の「三種の神器」と言われ、この３つさえ
知っていれば、たいていの行政訴訟は却下に持ち込めるとの意見もあるが42、行政庁の職員にとって
は、訴訟の場面で「処分性なし」と主張すればいいだけでなく、不利益な行為の前に聴聞又は弁明の
機会の付与が必要かどうか、その行為を行う時点で教示が必要かどうかの判断を迫られるのであるか
ら、処分性をより明確化することは、住民の側だけでなく、行政庁の側にとってもメリットがあるこ
とである。
　そこで、処分性をより明確化する対応策として、概括主義をやめ、「個別法が処分である旨を明示し
たものだけを処分とする仕組み」43とすることは考えられないだろうか。もちろん、処分一般に公定力
が付与されつつ、限定列記されたものについてのみ取消しを求めることができたという明治憲法時代
の列記主義の下では、国民の権利利益の保障は不十分なものにとどまり、「人民の権利利益の保護救済
を全うするうえからいえば、一般に概括主義が優れている」（田中二郎）44のであり、広く裁判所にお
いて裁判を受ける権利を保障している日本国憲法32条の下では「概括主義がとられなければならな
い。」（塩野宏）45との見解もあるが、個々の法律又は条例において行審法及び行政事件訴訟法の対象と
なる処分を指定し、これらの処分以外のものについては公定力を認めずに仮処分や民事訴訟において
争うことができるという制度にすれば、憲法に反するとまではいえないのではないか。処分を「法律
上の列記にいちいちとり込んでいくのは立法技術上困難である」（原田尚彦）46との見解もあるが、必
ずしも立法技術上困難であるとまではいえないと思われる。
40	 現在のところこのような規定をおいているのは、神戸市行政不服審査法の施行に関する条例（第２条第１項「法第31
条第１項本文（法第９条第３項において読み替えて適用する場合を含む。）の規定による意見の陳述は、書面で準備
しなければならない。」http://www1.g-reiki.net/city.kobe/reiki_honbun/k302RG00001692.html）だけのようである。
41	 最高裁昭和30年２月24日第一小法廷判決・民集９巻２号217頁、最高裁昭和39年10月29日第一小法廷判決・民集18巻
８号1809頁
42	 下井康史「行政訴訟改革について」公益財団法人日弁連法務研究財団ウェブページ（https://www.jlf.or.jp/jlfnews/
vol11_3.shtml）
43	 下井康史「抗告訴訟と当事者訴訟の関係について―判例の検討と法改正論」（第16回行政法研究フォーラム報告）	
『判例時報』2308号［2016］（判例時報社）25頁
44	 田中二郎『新版行政法　上巻　全訂第２版』［1983］（弘文堂）238頁
45	 塩野宏『行政法Ⅱ　第６版』［2019］（有斐閣）８頁
46	 原田尚彦『行政法要論　全訂第７版補訂２版』［2012］（学陽書房）328頁
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⑦　審査手数料徴収の可否
　【問題点２】でも述べたとおり、濫用的な不服申立ても見受けられる。情報公開請求においても、自
治体の多くはコピー代の実費を除いて手数料は無料であるが、濫用的な請求の事案が増えてきたこと
から47、これに対応して、例えば東京都江戸川区では不開示部分を黒塗りした文書の閲覧について手
数料を徴収する条例改正を行うなど48、手数料有料化の動きもみられる。
　行政不服審査は手数料が無料であるべきであるという見解もあり49、行審法に審査手数料の定めが
ない以上、国の機関に対する審査請求について審査手数料を徴する余地はないであろうが、自治体に
おいては、特定の者のためにする事務につき、手数料を徴収することができる（地方自治法第227条）
のであるから、自治体の機関に対する審査請求については、条例で定めれば審査手数料を徴収できる
と解する余地がある。
　これに対しては、①行政庁の違法、不当な行為によって侵害された利益を回復するだけであるから
特定の者のためにする事務には該当しない、②行審法は、行政の適正な運営の確保もその目的として
いるのであって（第１条第１項）私人のためにする事務ではない、③裁判を受ける権利ないしこれに
類する権利を侵害するものである、④国と自治体で審査手数料を徴収するかどうかの取扱いが異なる
のは妥当ではない、⑤徴収できるとした場合は自治体間でその額が異なる可能性もあるので妥当では
ない、などの反論がありうるであろう。
　まず、①について、特定の者のためにする事務とは、私人の要求に基づき主としてその者の利益の
ため行う事務で、私人の利益又は行為のため必要となったものであることを要し、専ら自治体自体の
行政上の必要のためにする事務については手数料を徴収できないが、身分証明や公簿の閲覧のように
特定の私人が積極的利益を受ける場合だけでなく、営業許可、製品検査など一般に制限されている営
業や販売を解除する場合も、それにより私人が反射的利益を受けるのであるから手数料を徴収できる
とされる50。審査請求人は、審査請求によって積極的利益を受けるわけではないが、これにより反射
的利益を受けると評価できるのではないかと考えられる。
　②について、行政不服審査法は行政の適正な運営の確保もその目的に挙げているものの、例えば30
万円を賦課するという原処分について審査請求がなされた場合において、審査の結果、法令の規定に
よる賦課額は50万円であると判明したときは、行政の適正な運営の確保の観点からすれば審査庁は賦
課額を50万円に変更すべきこととなるが、行審法はこのような不利益変更を禁止しており（第48条）、
もう１つの目的である権利利益の救済の要請の方が強い。
　③について、憲法上の権利である裁判を受ける権利（第32条）は、行政事件訴訟も含むものである
47	 藤原孝洋・古田隆「はんれい最前線」（横浜地裁平成22年10月６日判決の解説記事）『判例地方自治』2012年１月号
（ぎょうせい）６頁
48	 東京新聞2016年10月28日朝刊（http://www.tokyo-np.co.jp/article/national/list/201610/CK2016102802000129.html）、
江戸川区「情報公開制度について」（https://www.city.edogawa.tokyo.jp/kuseijoho/kojinjoho/johokokaiseido.html）
49	 阿部・前掲注16（一）・13頁は「…訴訟とは違う特色として、手数料が無料である点は優れた点である。」という。一
般的な行政法の概説書等においては、行政不服審査の手数料は無料でなければならないとまで明確に述べるものは
見当たらなかった。
50	 松本英昭『新版逐条地方自治法　第８次改訂版』［2017］（学陽書房）830頁
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一方、憲法は行政不服審査について直接に規定しておらず、そのあり方は立法政策上の判断にゆだね
られているものである51。仮に憲法上「行政不服審査を受ける権利」が保障されており、行政不服審
査について手数料を徴収することがこれを侵害するものであるならば、行政事件訴訟において訴え提
起の手数料を徴収していること（民事訴訟費用等に関する法律第１条等）の説明がつかないだろう。
　行政事件訴訟において訴え提起の手数料を徴収している事実は、①②にも関連する。行政事件訴訟
においても、行政の適正な運営の確保は目的の１つであるといえるので、審査手数料を徴収できるか
否かについては、訴え提起の手数料を徴収していることとの整合した理由付けが必要である。
　④については、情報公開の手数料について国と自治体で取扱いが異なっていること、すなわち、国
の機関については、行政機関の保有する情報の公開に関する法律第16条により、開示請求手数料及び
閲覧又は写しの交付に係る開示実施手数料を要するが、多くの自治体においては、開示請求手数料及
び閲覧に係る手数料は要しないのであることからして、論拠とならない。
　⑤については、地方自治制度が採用されている以上、各地方税、廃棄物の排出費用などの徴収金や
各種給付金などの額が自治体によって異なるのは当然であり、反対の理由にはならない。
　以上のとおり、審査請求の審査手数料については、政策的には一般的に妥当であるとはいえないも
のの、法的には徴収が可能であるので、同一人物が同種の処分について審査請求を繰り返し、その対
応に多大な労力を要しているような状況が生じてきた場合には、手数料の徴収を検討する余地がある
のではないか。
　私見では、審査請求手数料を徴収する場合、訴額に応じて増加する訴え提起の手数料とは異なり、
数百円程度の定額とし、請求認容裁決又は事情裁決の場合はもちろん、審査請求後に処分庁が原処分
を取り消した場合又は不作為に係る処分を行った場合は、手数料を還付すべきであろうと考える。
⑧　裁定的関与等
　平成12（2002）年４月に施行されたいわゆる地方分権一括法は、従前の機関委任事務制度を廃止して
自治事務と法定受託事務に再編し、自治事務も法定受託事務も自治体の事務として位置付けるなどし
て、国と自治体との間で適切な役割分担をし、「上下・主従関係にあった国と自治体間を、対等・協力
関係に再構築することで、自治体が地方自治の本旨に即した自治を進めていくことができるよう」	
（出石稔）52にするものであった。
　ただ、第１次地方分権改革と呼ばれる同法の施行の際にも、税財源の移譲や自主課税権などの財政
的問題、自治体の機関がした処分について個別法の規定に基づき国等が審査請求又は再審査請求を通
じて関与する「裁定的関与」の問題が残された。
　国の省庁や自治体に属し、そのトップである大臣や自治体の長などの指揮監督下で事務執行をして
いる処分庁の処分が、大臣や自治体の長などにより取消しや変更を受けるのは、行政組織の一体性保
持の観点からは当然のことであろう。しかし、自治体住民の選挙で選ばれた自治体の長の判断を、審
査請求が提起されれば大臣等が取消しや変更ができるというのが地方自治の本旨にもとることとなら
51	 大橋真由美「行政不服審査法と地方自治」『地方自治』2016年第819号（ぎょうせい）11頁
52	 出石稔「自治体の事務処理と国の関与」『行政法の争点』［2014］（有斐閣）
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ないのかが問題となる。
　防衛省沖縄防衛局が沖縄県の辺野古沖において行っている米軍基地移設のための埋立工事をめぐり
起こされた不服申立てに係る事案については、次のような問題提起がなされている。
ア　国による審査請求制度の利用は許されるか。
ａ	　埋立承認は埋立免許と異なり固有の資格に係るものであるから、一般私人の権利救済のた
めの審査請求制度を利用できないのではないか。
ｂ	　国の機関による審査請求に対して国の機関が裁決を行うのは、馴れ合いを生む可能性があ
るのではないか。
ｃ	　裁定的関与制度がそもそも不適切なのではないか。
イ　裁決（執行停止を含む。）に対する沖縄県知事からの取消訴訟提起は許されるか。
　まず、アａについて、行審法第７条第２項において、国の機関又は地方公共団体その他の公共団体
若しくはその機関に対する処分で、これらの機関又は団体がその固有の資格において当該処分の相手
方となるものについて行審法の規定を適用しない規定があるように、行政機関の間の紛争については
行政不服審査を利用できない、あるいは、少なくとも行審法の下では審査請求はできないという見解
もある53。
　ここでいう固有の資格について、宇賀克也は、自治体が総務大臣又は知事から受ける起債の許可（地
方財政法第５条の４第１項）のようなものを指すのであり、「国の機関等が処分の名あて人となる場合
に特例が設けられており、特例部分のみをみると処分の名あて人が国の機関に限定されているように
みえるが、実質的には、そうではない場合があることに留意する必要がある」とし、その例として、
医療法に基づく病院の設置について知事の許可が必要であるのに対して、国が開設する病院について
は知事の許可に代えて厚生労働大臣の承認を得ることとなっていることを挙げる54。公有水面埋立法
において、国の埋立てに対する承認（第42条第１項）は、同条第３項で国以外の者に対する埋立免許
の規定の多くを準用しており、特定の公有水面を埋め立てて土地を造成し、竣功の日において埋立地
の所有権を取得させる権利を設定するという点で国以外の者の埋立免許と違いはない55。知事が国に
対して一般と同様の免許を与えるという表現をすることには違和感があることから承認という語句を
用いているものであり、固有の資格に係るものとはいえないと私は考える。知事が違法に埋立てを承
認しなかったとしても、不服申立てが許されない、しかも、行政主体が抗告訴訟を提起することも許
されないとすれば、知事の判断が最終判断となることになるが、公有水面埋立法はそのような絶大な
権限を知事に与えたものと解することができるだろうか。
　次に、アｂについて、異なる大臣、すなわち異なる任命権者の間においても公正さが疑われるので
行政不服審査が許されないというのであれば、原処分に関与していないとはいえ、同じ自治体の長や
大臣の下の職員である審理員による審理は到底許されないことになるから、行審法は全廃するしかな
53	「辺野古埋め立て承認問題／行政法研究者有志の声明」（しんぶん赤旗2015年10月25日号・http://www.jcp.or.jp/
akahata/aik15/2015-10-25/2015102504_01_0.html）。
54	 宇賀・前掲注20・53頁
55	 山口真弘・住田正二『公有水面埋立法』［1954］（日本港湾協会）331頁
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いということになるのだろうか。
　アｃについて述べる前に、イについて、大阪市の国民健康保険の被保険者証の不交付処分について
大阪府国民健康保険審査会が行った不交付処分の取消しと被保険者と認定する旨の裁決に対して大阪
市が出訴したという事案について大阪市の出訴適格を否定した最高裁判決56等を前提とすれば、裁決
に対する処分庁の側からの取消訴訟の提起は認められないこととなる。本件取消処分の適法性につい
ての議論はともかく、一般論としては、大臣が違法な裁決をしてもそれを争う手段がなく、それが最
終判断となるというのは、法律による行政の観点からは問題ではないだろうか。
　アｃについて、裁定的関与の制度は、地方自治の保障の観点からは問題のある制度であるが、一方
で、法律による行政の観点からは、違法な行政は許されるべきではない。私見では、地方自治の保障
と法律による行政の調和を前提として、次のように制度設計をすべきではないかと考える。
　裁定的関与制度を維持する場合、地方自治の尊重の下でも、法律による行政の観点から違法な処分
は取消し等がなされるべきであるが、不当性の審査をすることはできない57。ただし、大臣等の裁決
が違法ではないという保障はないのであるから、原処分庁が裁決を違法だと考えるときには、当該裁
決の取消訴訟58の提起が認められるべきであろう。
６　行審法の再検討に向けて
　行審法附則第６条は、同法施行後５年を経過した場合において、同法の施行の状況について検討を
加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとしている。施行か
ら５年である令和３（2021）年に向けて、上記のような課題について議論が深まることを期待したい。
56	 最高裁昭和49年５月30日第一小法廷判決・民集28巻４号594頁
57	 台湾の訴願法第79条第３項は「訴願事件が地方自治団体の地方自治事務に係る場合は、その訴願を受理した上級機関
は、原行政処分の合法性についてのみ審査を行って決定する。」と定めている。（尹龍澤「台湾訴願法の主要内容と問
題点について」「台湾訴願法―解説と全訳―」『創価法学』第31巻第３号（創価大学法学会）12頁）
58	 ここでいう裁決の取消訴訟においては、原処分が適法かどうかが争われるべきであるから、裁決の取消訴訟において
は原処分の違法性を争えないという行政事件訴訟法第10条第２項の適用がないものとされなければならない。当日の
発表の際にこの点をご指摘いただいた南川和宣先生に感謝します。
